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論 　文

介護者の 認知症者に対する接 し方の 変化に関する研究
一 ケ ア マ ネジメ ン トの プ ロ セ ス との 関連一

伊　藤　大　介 ， 近　藤　克　則 ， 伊　藤　美智予

要 旨 ：主介護者の 認知症者へ の接 し方の 「好転」 と，認知症者 ・家族に対する意向の確認や

説明 ・助言 とい うケ ア マ ネ ジ メ ン トの プ ロ セ ス （以下，CM プ ロ セ ス ）の 関連 を検討 した，

対象は，居宅介護支援事業所 ・地域包括支援 セ ン ターで ケ ア プ ラ ン が作成 され て い る 「認知

症高齢者の 日常生活 自立度」1以上 の 2，097ケー
ス である．分析は，主介護者の 接 し方の 「好

転」を目的変数とし，認知症者 の 要支援 ・介護度や主介護者の 続柄などに加え，CM プ ロ セ

ス に 関す る 4項 目 を 4 点満点の 指数に し た変数 （CM プ ロ セ ス指数）を投入 し た 二 項 ロ ジ ス

テ ィ ッ ク 回帰分析 （ス テ ッ プ ワ イズ法）を行 っ た．そ の結果，CM プ ロ セ ス指数は有意 （p＜

0．01）で あ り，指数が高 くなるほどオ ッ ズ 比 も高か っ た （0点 ；reL 　 1点 ： OR ＝3．73〜4点 ：

OR ＝9．57）．認知症者 ・家族 に対 して よ り多面的にケ ア マ ネジ メ ン トの プ ロ セ ス を実施 して

い ると，主介護者 の 認知症者へ の 接 し方が好転する確率は高まる可能性が示唆された ．
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1．研究の背景 と目的

　2012年 8月 に厚生 労働省 よ り発表され た認 知

症高齢 者数の 推計値で は，「認知症高齢者 の 日常

生活自立度」 ll以上の 高齢者は 305万人程度 とさ

れ ，今後 もこ の 数 は増加する と予測 され て い る

（厚生労働省 2012a）．地域で 認知症者や そ の 家族

をい か に支 える か は，高齢化社会の 重要課題 と

な っ て い る．そ の よ うな状況 の な か，「認知症 施

策推進 5 か年計画 （オ レ ン ジプ ラ ン）」 （厚生労働

省 2012b）が示 され，「地域で の 日常生活 ・家族

の 支援の 強化」 など 7 項 目が掲 げ られて い る．

　要支援
・介護状態 となっ た認知症者を支える介

護保険制度上 の サ
ービ ス が果 たす役割は大 き く，

特に介護支援専門員が担っ て い る ケ ア マ ネジ メ ン

トは重要 な機能の ひ とつ で あ る．2000年の 介護
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保険制度開始か ら 10年以上が経過 し，介護支援

専門員の あ り方や ケア マ ネジ メ ン トにつ い て，こ

れ まで の 課題の 整理 やそ れ に基づ く介護支援専門

員の 資質向上 の た め の 方策が検討されて い る （厚

生 労働省 2013）．

　ケ ア マ ネジ メ ン トの 効果 に関わる こ ととして，

日本で は，利用者の QOL （Quality　of 　Life，林 ら

2010）や ，家族の介護負担感 （中島 2012），虐待

が 疑 われ る ケ
ー

ス の 状況 の 変化 （加藤 ら 2004）

との 関連な どが明 らかに されて い る．他方，日本

よ りも先に ケ ア マ ネジメ ン トを導入 した イギ リス

で は，その 効果が検証 され て い る もの の ，すべ て

の タイプの ケ ア マ ネジメ ン トで効果が立証された

わ けで は な い と され る （近藤 2002）．つ ま り，現

状で は，ケア マ ネジ メ ン トの 効果が十分 に明 らか

に され た とまで は い えな い 状況に ある．認知症者

を含むケ ア マ ネジ メ ン トの 利用者お よびそ の 家族

の 生 活は，多様 な要素に よ り構 成 され て い るた

め，どの よ うなケア マ ネジ メ ン トで効果が大 きい

の か を検証する必要があ る．
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　認知症者の 在宅生活 を支援する うえで ，認知症

の 診断を関係者で 「シ ェ ア 」する こ とや ， 家族へ

の 「教 育的支援」 とその 先 に ある 家族 の 行動変

容 の重要性が指摘 されて い る （平原 2013）．認知

症ケ ア マ ネジ メ ン トに お い て も，「家族 ・介護者

へ の 教 育」は認知症者 の BPSD （Behavioral　and

Psychological　Symptoms 　of　Dementia ）の 一
部の

改善 と関連する こ とが明 らかに されて い る （加瀬

ら 2012）．また，認知症者を介護する家族は，介

護の 過程 で介護経験 を共有 ・相対化す る こ とに よ

り介 護へ の 認識 を変化 させ る こ と （宮 上 2004a）

や ， 介 護方法を模索
・
工 夫 し介護実践力を変化 さ

せ なが ら介護を継続 して い る （宮上 2004b） こ と

な どが明らかに されて い る．こ れ らの よ うに，介

護 の 過程で ，家族の 介護 に対す る認識や行動は変

容す る （布元 ら 2010）．

　ケア マ ネジメ ン トにお い て，利用者本人 の 生活

に とっ て家族 の 存在が及 ぼす影響を無視 して は効

果的な支援は で きな い ，認知症者の 場合は特に周

囲の 環境の変化に左右され やす い こ とか ら，家族

が認知症者に と っ て望 ましい 関わ り方 をす るこ と

は，認知症者の 状態 の 安定に とっ て重要で あ る．

したが っ て，ケ ア マ ネジ メ ン トにお い て ，家族 へ

の 支援 ・介入に よ り家族 と認知症者の 間の 関係 を

安定させ る こ とが求め られ る．実際に，主任介護

支援専門員を対象とした研究で は．利用者本人の

身体的 ・精神的な側面ばか りで な く，家族の 介護

負担感や家族 間葛藤 などへ の 対応 にも，業務の 多

くの 時間が 割かれ て い る こ とが 明らか にされ て い

る （愈 ら 2012）．

　 以上 を踏 まえて 本研究で は，単 に家族 に対する

知識 ・情報の 提供お よび そ の 結果の 知識 ・情報量

で な く，認知症者本人の 意向を確認す るこ と，お

よび認知症者 ・家族 へ の 説明 ・助言を行 うとい う

ケ ア マ ネジ メ ン トの プロ セ ス に着眼 した．本研究

の 目的は，認知症者へ の ケ ア マ ネジメ ン トにお い

て ，認知症者 ・家族 に対す る 「意向の 確認」「説明・

助言」な どの プロ セ ス を実施 して い るこ とと，主

介護者の認知症者へ の接 し方の 「好転」が関連 し

て い るか を検討する こ とで ある．
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皿．研究方法

1．対　 　象

　対象は，日本医療福祉生活協同組合連合会 （以

下，日本医療福祉生協 連）に加盟 して い る生活協

同組合 （以下，生 協 ） の 運営 す る 居宅介護 支援

事業所お よ び 地域包括支援 セ ン タ
ーの ケ ア マ ネ

ジ ャ
ーが，ケ ア プラ ン 作成を担当する 「認知症高

齢者の 日常生活自立度」 1以上 の 利用者 2，097人

で ある ．本研究で は，居宅介護支援事業所 の 介護

支援専 門員に加 え，地域包括支援 セ ン タ
ー

で ケ ァ

プ ラ ン 作成 を担当する社会福祉士 な どを総じてケ

ア マ ネジ ャ
ーとす る，なお，本研究の 対象に は認

知症 の 診断を受けて い ない ケ
ース も含 まれて い る

が，利用者 の こ とを原則認知症 者 と表記する．認

知症者が必ずし も医師の 診断を受けて い る とは限

らな い た め，本研 究で は担当ケ ア マ ネジ ャ
ー

が

「認知症高齢者の 日常生活自立度」 1以 上 と評価

して い る こ とをもっ て ，当該利用 者を操作的に認

知症者 と し て取 り扱 っ た．

　 日本 医療福祉 生協連 で は，2012年 度に 「認知

症者の生活支援実態 と支援方策の開発に関する臨

床研究事業
一

適切な トータ ル生活サ ポ
ー

トと医

療 ・介護の 連携の あ り方に つ い て 」 と題す る調査

（日本 医療福祉生活協同組合連合会 2013）を行 い ，

4，657人分の 回答を得た （回収率 82．9％）．

　分析に あた り，本研究 の 目的に沿 っ て 8 つ の 除

外理 由によっ て分析対象 を限定 した（図 1）．ケース

の 除外理 由と除外され たケ
ース 数は以下 である．

　（11 主介護者が い な い 411 ケ ース ，

　（2＞ 認知症者か らみ た主介護者の 続柄が 「親族

以外 」の 19ケ ース と，続柄に関する 設問へ の 回

答が 欠損だ っ た 29ケ ース ．

　（3） 認知症者 の 心身機能 の 状 態が，ケ ア マ ネ

ジ ャ
ーが担当 した ときすで に今後の 生活の 意向を

確認 で きない 状態だ っ た 1，081ケ
ース と，意 向の

確認の 有無の 設問へ の 回答が 欠損だ っ た 22ケ
ー

ス ．

　（4） 認知症 者の 心 身機能の 状 態が，ケ ア マ ネ

ジ ャ
ーが担当 した と きす で に 胃ろ うなどの 経管栄
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回収数　n ＝4，657
（回収率82．9％）

← 主 介護者が い ない （n ＝411）

n ニ4，264

　 主 介護者 の 続柄 が 「親族 以外」
←　 （n ≡19）
　 欠損 （n ＝ 29）

π
＝4，198

n ＝3，095

　 利用者 の 心 身機能 の 状 態 が今後の

　 生活 の 意向を確認 で きない 状態
←

　　（n ＝1．081）
　 欠損 （n ＝ 22）

n
＝2，959

　 利用者 の 心身機能 の 状態が 医療

　 方針に関する意向につ い て確認
←

　 で きな い 状 態 （nニ106）
　 欠損 （n ＝30）

n＝2，435

　 利 用 者が今後 の 生活の 見通 し説明

　 ・助言 して も理 解 で きな い 状態
←

　 　（n ＝513）
　 欠損 （n ニ 11）

n＝2，413

　 家族が今後 の 生 活 の 見通 しを説明

　 ・助言して も理解 で きない 状態←
　　（n ‘13）
　 欠損 （n ＝9）

　 調査時の 接 し方また は ケ
ー

ス 担当
← 開始時か ら調査時の 接 し方の 変化

　 が 欠損 （n ＝45）

n＝2，142

躍
＝2097

　 調査時が 「とて も適切 な接 し方」

　 で ケース 担当開始時か ら調査 時 ま
←

　 で の 接 し方は 「変化 して い ない 」

　 ケ
ー

ス （n ＝271）

図 t　本研究の 分析対象 を選定 したプロ セ ス （除外理由）

養や延命措置とい っ た医療方針に関する意向の確

認が で きない 状態だ っ た 106ケ ース と，意向の 確

認の有無の 設問へ の 回答が欠損だっ た 30ケ ース ．
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　（5） 認知症者本 人に対 し， 認知症 の 進行に伴 う

今後の 生活の 見通 しにつ い て の 説明 ・助言 を 「し

て い な い 」と回答 した ケ
ー

ス の うち 「認知症者が

理解で きない 状態で あ る」 こ とを理由に され て い

なか っ た 513ケース と，説明 ・助言 の 有無 の 設問

へ の 回答が欠損だ っ た ll ケ
ース ．

　（6） 家族に対 して，認知症者の 認知症の 進行に

伴 う今後の 生活の 見通 しに つ い て の 説明 ・助言を

「して い ない 」 と回答 したケース の うち 「家族が

理解で きない 状態であ る」こ とを理由に されて い

ない 13ケース と，説 明 ・助言の 有無の 設問へ の

回答が欠損だ っ た 9ケース ．

　（7） 調査時の 主介護者の 認知症者へ の 接 し方に

関す る設問 またはケース 担当開始時か ら調査時 ま

で の接し方の変化に 関する設問の どち らかへ の 回

答が欠損だ っ た 45ケース ．

　（8） 調査時の主介護者 の接 し方が 「とて も適切

な接 し方」で あ り，ケ ア マ ネジ ャ
ー

がケ
ース を担

当し て か ら調査時まで の 接 し方が 「変化 して い な

い 」271ケース ．

これ らの結果，分析対象は 2，097人 とな っ た．

2 ．調査方法

　対象の 抽出方法は以 下 であ る． 日本医療福祉生

協連 に加盟する 111生協 の うち，居宅介護支援事

業所，または地域 包括支援セ ン タ
ー

が ある全 国

41都府県の 104生協 の 居 宅介護支援事業所 326

か所 ・地域包括 支援 セ ン ター18か所 を利用す る

認知症者約 27，270人 を母集団 とした．各ケ ア マ

ネジ ャ
ーが担当して い る 「認知症高齢者の 日常生

活 自立度」 1以上の ケ
ース に対 して抽 出率 4 分の

1の ラ ン ダム サ ン プリ ン グ を実施 し，約 5，620人

の 認知症者の 情報に つ い て，担当ケ ア マ ネジャ
ー

に調査票へ の 記入 を依頼 した．対象の 抽出方法 に

つ い て は，全国 8 か所 （福島，群馬，東京，神奈

川，愛知，大阪，岡山，福岡）で 調査 回答者で あ

るケ ア マ ネジャ
・・一・が参加 する説明会 を実施 した．

さ らに，抽出方法の説明文書を調査票に同封する

とともに，調査本部 （日本医療福祉生協連）に窓

口 を設けて 調査期間中は随時質問に対応 した．調
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査 は，郵送 に よ る 自記式 ア ン ケー ト調 査 を 2012

年 10〜12月にかけて行 っ た．

3 ．倫理的配慮

　上述の サ ン プリン グ方法に よっ て抽 出された認

知症者 ・家族 に対 し，担当ケ ア マ ネジ ャ
ー

が， 

個 人が 特 定で きる よ うな デ ータ の 収集は行わ な

い こ と，  デ
ー

タは本調査 ・研究以外に使用 しな

い こ と，  こ の 研究に不参加の 場合で も，不利益

を被 らない こ と，などに つ い て 書面 と口頭で説明

し， 同意 を得て行 っ た．

4 ．分析に使用 した変数

1）目的変数

　主介護者 の 認知症者 へ の 接 し方の 変化の 好転

を 目的変数とした．「好転」は以下 の 2 つ の 条件

を満たすケ
ー

ス と した，1 つ 目は，調査 時の 主介

護者 の 認知症者 へ の 接 し方を問う 4件法の 設問で

「1．とて も適切 な接 し方で ある」，ある い は 「2，

どちらか とい えば適切 な接 し方で ある」 と評価 さ

れて い る こ とで ある．2 つ 目は，ケ
ー

ス担当開始

時 と調査 時の 主介護者の 認知症 者へ の 接し方の 変

化を問う 5件法の 設問で ，「1．とて もよ くなっ て

い る」 と評価 され て い る こ とで あ る．

　ひ とつ の 考え方と して ，現在の 主介護者の 認知

症者へ の 接 し方が不適切で あっ て も，多少で も以

前 よ り適切 なもの に近づ くこ とは望 ましい とい う

変化を定義とする こ と もで きる． しか し，本研究

で は，か りに変化 して も接 し方が不適切 と評価 さ

れ る状態の ままで は，ケ ア マ ネジメ ン トの効果と

して不十分 と判 断し，上述 の 定義を採用 した．

　 また，接 し方の 変化が 「と て もよ くな っ て い

る」の み を 「好転」 としたのは，よ り明瞭に好転

をと らえる こ とを意図 した ため で ある．振 り返 り

に よる変化の 回答で あるため，選択肢の 「や や よ

くな っ て い る」まで を含ん で 「好転」にす る と，

リコ ール バ イ ア ス に よる影響が大 きくなる可能性

が ある と考えた．

　なお，先述 したよ うに調査時の接 し方が 「とて

も適切な接 し方で あ る」で ケース 担当時 と調査 時

の 接 し方が 「変化 し て い ない 」 ケ
ース を対象か ら

除外 した．当該ケース はケア マ ネジ ャ
ーの ケース

担 当開始時点か ら調査時の両時点で接 し方が 「と

て も適切」だ とい うこ とに なる，こ の ケース の 場

合，本調査の 設計上，望 ましい ケァ マ ネジメ ン ト

の プ ロ セ ス が実施 され て い て も，ケ ア マ ネジ メ ン

トの プロ セ ス と接 し方の 好転の 関連をとらえる こ

とが で きな い ため 除外 した．

2 ）説 明変数

　 説明変数に は，（1）認知症者の 要因，（2）主介

護者の要因，（3）支援環境要因の 3 つ 領域の 要因

を用 い た （表 1）．以下，それ ぞれに つ い て 記述

す る．

　（1｝ 認知症者の 要因

　認知症者の要因 に は，  認知症者の 年齢，  認

知症者の 性別，  要支援 ・介護度，  BPSD ，の

4 つ を用 い た．

　（2） 主介護者の 要因

　主介護者の 要因に は，  主介護者の 年齢，  認

知症 者か らみ た主介 護者 の 続柄 （以下，主介護

者の続柄），  主介護者の健康状態   主介護者

の 就労状況，  主介護者が 認知症者と同居ある い

は同 じ敷地 内に住んで の介護か 否か （以 下，介護

形 態），  介護 の 内容 と し て ADL （Activities　of

Daily　Living）の 介助 まで 行 っ て い る か否か （以

下，ADL 介 助 の 有無 ），  他 の 要介 護者の 有無

  主介護者が認知症者の 介護 を始 めて から調査時

まで の 期間 （以下，介護期間），の 8 つ を用 い た．

　（3） 支援環境要因

　支援環境要因に は，  副介護者の 有無，  ケ ア

マ ネジ ャ
ーが 評価する介護保険サービ ス 利用の 十

分 さ （以下，介護保 険サービ ス 利 用の 十分 さ），

  認知症者に対する家族以外か らの イ ン フ ォ
ー

マ

ル サ ポー トの 有無   世帯 の 経済状況   ケ ア マ

ネジ ャ
ー

の 業務経験年数   ケ ア マ ネジャ
ーが

ケ
ー

ス の 担当に な っ てか ら調査 時まで の 期 間 （以

下，ケース 担当期間），  ケ ア マ ネジ ャ
ーに よる

「意向の 確認」や 「説明 ・助言」 に関す る指数 （以

下．ケ ア マ ネジ メ ン トプ ロ セ ス 指数 ：CM プ ロ セ

ス 指数）の 7 つ を用 い た．
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表 1　 説 明 変数

変数 名 内 容

  認知症者の 年齢
1，69歳以 下，2，70〜74歳，3．75〜79歳，4，80〜84歳，
5 ，85〜89歳，6 ．90歳以上

認
知
症

者
の

要
因

  認知症者の 性別 1．男性，2 ．女性

  要支援
・
介護度 1 ．要支援 1 〜要介護 5 村

  BPSD 1，な し，2 ．軽中度の症状あ り，3．重度の 症状あ り

  主 介護者の 年齢 1 ．50代以 下，2 ．60代，3．70代，4．80代以 上

  主介護者の 続 柄
＊ 2 （認知症者 か らみて 主 介護者 は）1．娘，2．息子，3．妻，4．夫，

5，嫁 6．その 他
剛

  主 介護者の 健康状態
紹

1 ．健康 で あ る，2 ．身体 的 な不調 あ り，3 ．通院 また は入院が 必

要な疾患あ り，4 ．心身機能 に障害 （身体 ・知的 ・精神 ・認知症）

が あ る主

介
護
者
の

要
因

  主 介護者の 就労状況
＊4 1，就労 して い ない ，2 ．正社員 と して 就労，3，派遣 ・パ ー

ト職

員として就労，4．自営業，5．不明

  介護形態
1 ．認知症 者 と 同居あ る い は 同 じ敷地内 に 住 ん で い る，2 ．認知症

者 と同居あるい は同じ敷地内に住 んで い ない

  ADL 介助の 有無
「移 動 ・移 乗 」 「食 事 」 「排 泄 」 「入 浴 」 「更 衣 ・整 容」 の い ず れ か の 介

助 を 1．して い る，2 ，して い ない

  他の 要 介護者の 有無
親 ・配 偶者

・
子 な ど利用者 の ほか に も主 介護者 の 介護や特別 な世話

を必 要 とす る者が 1 ．い る，2 ，い ない

  介護期間 1．4年以 上，2．1〜3年，3．1年未満

  副介護者の 有無
主介護者 に は介護 を手伝 っ て くれ る 人 （副 介 護 者 ） が 1，い る，2．
い ない

  介護保険サービス 利用 の 十分さ
担 当 ケース の 認 知症 者 ・家族 の 状 況か らみ て 介護保険サ ービス の 利用

は 1 ．望まし い ，2 ．不 足 が あ る （担 当ケ ア マ ネ ジ ャ
ー

の 評価 ）

  イ ン フ ォ
ーマ ル サ ポートの 有 無

家族 を除 く，「民生 委員」や 「近 隣住民」 な ど 8 つ の 提供主 体の うち

い ず れか ひ とつ か らで も，認知 症 者が 「見守 り（安否確認含む ）」や 「話

し相手」 な ど何 らか の サ ポートを 1 ，受けて い る，2 ．受けて い ない

支

援

環

境
要

因

  世帯の 経済状況
ケ ア マ ネジ ャ

ー
か らみ て 認 知症 者の 世 帯 の 経済状 況が 1．苦 しい ，

2．普通，3 ．ゆ と りが あ る

  ケ ア マ ネジ ャ
ー

の 業務経験年数
（ケ ア プラ ン作成を業務 とす る よ うに な っ て） 1．1年未満，2 ，1〜

3年未 満，3．3〜5 年 未 満，4 、5〜10年未 満，5 ．10年以上

  ケ
ー

ス 担当期間

（ケ ア マ ネ ジ ャ
ー

が 当該 ケース を担当す る よ うに な っ て） 1，6か 月

未満，2 ．6か 月 〜1年未満， 3．1〜3年未満， 4．3〜5 年未満，
5 ．5 年 以 上

  CM プ ロ セ ス 指数 ※ 表 2 参照

123

…
4゚

要支援 1 はサ ン プル 数が少 なかっ たた め，要介 護 5 をリ フ ァ レ ン ス と した．
婿な どサ ン プ ル 数が わ ず か で あ っ た もの は 「その 他 」 に分類 した，
重複 して い る 場合 は，障害 〉入院 ・通 院の 必要〉 身体的な不調 の 順 で，よ り大 きな心 身機 能の 障害 の カテ ゴ リー
に分 類 した．
ケ ア マ ネ ジ ャ

ー
が 主 介 護 者の 就 労状 況 を把握 して い ない ケース が 3．3％ 存在 した た め，「不明」 と して カ テ ゴ リ

ー

を設 けた．

　「介護保険サ ービス 利用の 十分 さ」に つ い て は，

担当ケ ア マ ネ ジ ャ
ーに，認知症者 と家族の 状態か

らみ て 調査時の 介護保険サービ ス 利用状況が 望 ま

しい か，不足 し て い るか を評価 して もらっ た．

　「認知症者に対す る家族 以外 か らの イ ン フ オ
ー

マ ル サポー トの 有無」つ い て は，サポー
トの提供

主体 は，「民生委員」「（民生委員以外の ）地域 の

役員」「近 隣住民」「友人」「ボ ラ ン テ ィァ」 「認知

症サ ポ
ー

タ
ー

」「家族会」「その 他」 とした．これ

ら提供主体の い ずれか か ら，見守 り ・
安否確認や
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表 2 　CM プ ロ セ ス 指数の 項 e
’1

項 目 1

項 目 2

項目 3

項 目 4

認知症 者 に 対 して，認知機能が 低下 した と きの

た め にあ らか じめ 「今後 の 生 活の 意向」を確認

して い る か．

認知症者 に対 して，認知機能が 低下 した と きの

た め にあ らか じめ 「胃 ろ うな どの 経 管栄 養 や 延

命措置 と い っ た 医療方針 に関 す る意 向」 を確認

して い る か．

認知症者 に 対 して ，ケ ア マ ネジ ャ
ーと して 「認

知 症 の 進 行 に 伴 う今 後 の 生 活 の 見通 し」を説 明・

助言 して い るか．

家族 に対 して，ケ ア マ ネジャ
ー

として 「認知症

者 の 認知 症 の 進 行 に 伴 う今 後 の 生 活 の 見 通 し」

を説明
・
助言 して い る か．

援 ・介入が結果 と して 主 介護者に 何 らか の 影響を

及ぼ す こ とを想 定 して い る．その ため，「家族へ

の 説明 ・助言」の 対象となる家族は，主介護者 に

限 らず親族 を含む広義の 家族 と定義 して 分析すべ

きと考えた．

’1 項 目 1 つ に つ き 1点で，O〜4 点まで の 指数 となる．

家事に 関する こ と，身体介護な どの サ ポ ー
トが 1

つ で もされ て い れ ばイ ン フ ォ
ー

マ ル サポー ト 「あ

り」と した．

　「CM プ ロ セ ス 指数」 は，表 2 に示 した 4 つ の

項 目を指数化 して用い た．こ れ らが 1 つ もされて

い なけれ ば 「0 点」で ，されて い る項 目 1 つ に つ

き 「1点」 の 最大 4 点の 指数 となる．

　なお ，項 目 3 と項 目 4 の 「認知症の 進行 に伴 う

今後の 生活の見通 しにつ い て の説 明 ・助言」に関

して は，「認知症の 進行に伴 う」 としたた め，認

知症の 診断が されて い な い 場合 に説明 ・助言が し

難い とい うこ ともあ り得る．しか し，本研究の 対

象は 「認知症 高齢者 の 日常生活 自立度」 1以上の

認知症者である．か りに現在は認知症 と診断 され

る状態にな い 場合で も，今後の 認知機能の 低下 の

可 能性を踏まえた支援 を行うこ とや ， 医師 とい う

社会資源に結びつ ける の は ケア マ ネジャ
ーの 役割

と考え られ る．そ の ため ，上記の よ うな可能性を

考慮 した うえで も，項 目 3と項 目 4 を 「CM プ ロ

セ ス 指数」に含むべ きと考えた．

　 また，説 明 ・助言の 対象とな っ た 「家族」と「主

介護者」が必ず しも同様で は ない 可能性につ い て

は，以 下の ような考えに基づ き分析 を行 っ た．本

研究で は，ア ウ トカム の 対象で ある主介護者へ の

支援 ・介入だけなで な く，当該ケース の 認知症者

を取 り巻 く家族へ の支援 ・介入 も含めたケァ マ ネ

ジ メ ン トの プ ロ セ ス こ そが 重要だ と考えた．つ ま

り， 認 知症者 ・主介護者 を含む家族全体 へ の 支
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5 ，分析方法

　分析 には，SPSS　Statistics　ver ．　21 を使用 した．

1）分析 1CM プ ロ セ ス 指数 に 関す る分析 ： ス

　　テ ッ プ ワ イズ法

　「主 介護者 の 認 知症 者へ の 接 し方の 好転」を

目的変数 と した 二 項 ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析を

行 っ た．説明変数間の 多重共線性の 有無に つ き

Spearmanの 順位相 関分析 を用 い て 確 認 した とこ

ろ，p＜ O．05水準で相関係tw　O．6 以上 を示す もの

は なか っ た ．ス テ ッ プ ワ イズ法 （変数増加法 ：尤

度比）を用 い て ，先述 した表 1 の 説 明変数をすべ

て 投入 し分析 した，

2）分析 2　CM プ ロ セ ス 指数に用 い た 4項 目に

　　関する分析 ： 強制投入法

　分析 1 で は，CM プ ロ セ ス 指 数を用い た の に対

し，分析 2 で は CM プ ロ セ ス 指数の 4 項 目の うち

ど の 項 目が どれ くら い 重要な の か を明 らか にする

た め
，

CM プ ロ セ ス 指数に用 い た各項 目を単独で

モ デ ル に投入 した．

　 目的変数 に は分析 ユと同様の 変数を用 い た．調

整変数 に は ，分析 1 で 最終 モ デ ル に含 まれ て い た

変数 の うち 「CM プ ロ セ ス 指数」 を除 く，「主介

護者 の 続柄」「ADL 介助の 有無」「介護期間」「ケ
ー

ス 担 当期 間」「介護保険 サービ ス の 十分 さ」の 5

つ を用 い た．説明変数に は，CM プ ロ セ ス 指数の

4項 目 （表 2）をそ れぞ れ単独で用 い た，4項 目

の うち 1つ を含む合計 4 つ の モ デ ル につ き，二 項

ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 （強制投入法）を行 っ た，

皿 ．結 　　果

1 ．単純集計とクロス集計 ：主介護者の接し方の

　 好転とCM プロ セス指数

　まず，回答 を得 た 4，657人 分の ケ
ー

ス に お け
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表 3　回収 で きた全ケース の 認知症者，主介護者，ケ ア マ ネジ ャ
ーの 基本属性の 単純集計

π ％

認 知 症 者 性別 男 1，56233 ．5
女 3，07165 ．9
欠損 240 ．5

年齢 69歳以下 2946 ．3
70〜74 歳 3397 ．3
75〜79歳 73515 ．8
80〜84歳 1ρ6822 ，9
85〜89 歳 1ユ7125 ．1
90 歳 以 上 1，03622 ．3
欠損 140 ．3

要 介護度 要支援 1 1302B
要支援 2 2134 ．6
要介護 1 1，141245
要介護 2 1，18625 ．5
要 介護 3 89519 ．2
要 介護 4 554ll ．9
要介護 5 52011 ．2
欠損 180 ．4

主介護者 年齢 50代 以 下 79738 ．0
60代 60628 ．9
70代 42120 ．1
80代以 上 26312 ．5
欠損 100 ．5

続柄 娘 1，25827 ，0
息子 663142

妻 91919 ．7
夫 4279 ．2
嫁 69314 ．9
そ の 他 2575 ，5
い ない ・

欠損 4409 ．4

ケ ア マ ネ ジ ャ
ー

性別 男 61813 ．3
女 4，001859
欠損 380 ．8

ケ ア マ ネジ ャ
ー

の 基礎資格 正 ・准看護師，保健師，助産師 1，43630 ．8
介護福祉 士，ヘ ル パ ー 2，046439
社 会 福祉 士，精神保健福祉士 4018 ．6
そ の 他 3049 ，6
欠損

＊ 3056 ．5

ケ ア マ ネジ ャ
ーと して の 経 験 1年未満 2605 ．6

1年以 上 3 年未満 78716 ．9
3年以上 5年未満 82417 ．7
5年以 上 10年来満 1，9454L8
10年 以 上 80417 、3
欠損 3708

’
地域 包括支援セ ン ターで は 介護支 援専 門員資格 を有 して い ない 社 会福祉 士 等もケ ア プ ラ ン 作成 を行 うた

　め 基礎 資格 を問 う本項 目で 欠損が 多 くな っ て い る と考え られ る．

る，認知症者 と主介護者 な らびに調査 に回答 した

ケア マ ネジ ャ
ーの 基本属性の単純集計結果を表 3

に示す．

　次に，分析に用 い た 2ρ97人分の ケ
ー

ス にお け

る，認知症者 と主介護者な らびに調査に 回答した

ケ ア マ ネジ ャ
ーの基本属性の 単純集計結果を表 4
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表 4　分析に 用い た ケース の 認知症者，主介護者，ケア マ ネジ ャ
ー

の 基本属性の 単純集計

π ％

認知症者 性別 男 71934 ．3
女 1，36565 ．1

欠損 130 ．6

年齢 69歳以 卜 1376 ．5
70〜74 歳 1678 ．0

75〜79歳 34816 ．6
80〜84歳 48122 ．9
85〜89 歳 53025 ，3

go 歳以 上 42720 ．4
欠損 70 ．3

要介 護 度 要支援 1 693 ，3
要支援 2 1185 ．6
要介護 1 58728 ．0

要介護 2 60829 ．0

要介護 3 36417 ．4

要介護 4 2079 ．9

要介護 5 1366 ．5

欠損 804

主介護者 年齢 50 代 以 下 79738 ．0

60代 60628 ．9

70代 42120 ．1

80代以上 26312 ．5
欠損 100 ．5

続柄 娘 62829 ，9
息子 32415 ．5

妻 47222 ．5

夫 2301LO

嫁 305145
そ の 他 1386 ，6

ケ ア マ ネ ジ ャ
ー 性 別 男 30714 ，6

女 1，771845
欠損 190 ．9

ケ ア マ ネ ジ ャ
ー

の 基 礎資格 正 ・准看護師，保健師，助産師 62229 ，7

介護福祉士，ヘ ル パ ー 94345 ．0
社会福祉士，精神保健福祉士 1808 ．6
そ の 他 22710 ．8
欠損

零 1256 ．0

ケ ア マ ネ ジ ャ
ーと して の 経験 1 年未満 1225 ．8

1年 以 上 3年未満 33816 ユ

3 年以上 5年未満 37117 ．7
5 年以 上 10年未満 89042 ．4
10年以 上 35416 ．9

欠損 221B
’

地域包括 支援セ ン タ
ー

で は 介護支援専門員資格 を有 して い ない 社 会福祉士 等も ケ ア プ ラ ン作 成 を行 うた

　め基礎資格を問う本項 目で 欠損が 多くなっ てい る と考 え られ る，

に示す．

　分析 に用 い た 2，097ケ ース 中，主介護者の 認知

症 者へ の 接 し方が 好転 して い た ケ
ース は 5．5％ で

あ っ た．また，「CM プ ロ セ ス 指数」に つ い て は，

2，097ケ
ース 中，0 点 が 47．0％，1点 が 20．2％，2

点が 16．3％，3 点が 11．3％，4 点が 5．2％で あ っ た．
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　「主介 護者 の 認 知症者 へ の 接 し方 の 好転」 と

「CM プ ロ セ ス 指 数」 の ク ロ ス 集計 の 結果 を表 5

に示す．加えて，「主介護者の 認知症者へ の接 し

方の 好転」と 「CM プ ロ セ ス 指数」に用 い た 4項

目の ク ロ ス 集計 を表 6 に示す．

2，分析 1　 CM プロセ ス指数に関する分析 ：ス

　　テッ プワイズ法

分析 1 の結果 を表 7 に示す．最終モ デ ル で 有意

表 5　主介護者の 認知症者 へ の接 し方 の 好転 とCM プロ セ

　　 ス 指数 の ク ロ ス 集計

主介 護 者 の 接 し方

好転 した
好転 して

い ない

合計

0 点
　 181

．8％

　 967982
％

　 985100
．0％

1点
　 245

．7％

　 40094

，3％
　 424100

．0％

CM プ ロ セ

ス 指数
2 点

　 308
．8％

　 3129L2
％

　 342100
．0％

3 点
　 239

．7％

　 21490

．3％

　 237100

．0％

4 点
　 2018
．3％

　 898L7
％

　 109100
．0％

と し て 残 っ た変数は，「主介護者の 続柄」 「ADL

介助 の 有無」「介護期間」「ケ ース 担 当期 間」「介

護保険サ
ービ ス 利用 の 十分 さ 」「CM プ ロ セ ス 指

数」の 6 つ で あ っ た．

　「主介護者の 続柄」は，最 もサ ン プ ル 数の 多

か っ た 「娘」 をリフ ァ レ ン ス に した と こ ろ ，「息

子 」 （OR ＝0．38） と 「妻 」 （OR ＝0．42） が 有 意

（p＜ O．05）で，共に娘よ りも接し方が好転する確

率が低 い とい う関連 で あ っ た．

　「ADL 介助の 有無 」（OR ＝1．82）（〆 0．05）は，

ADL 介助 をして い る ケ
ー

ス の ほ うが， して い な

い ケ
ー

ス よ りも接 し方が好転する確率が 高い とい

う関連で あ っ た．

　 「介護期間」は，短い ほ ど主介護者の 接 し方は

好転する確率が高い と い う関連で あっ た．

　「ケース 担当期間」は、「6 か 月未満」を リ フ ァ

レ ン ス した と き，「5 年以上 」（OR ＝ 4．31） ψ＜

0．Ol）に比 べ 「3〜5年未満」（OR ＝7．61）ψ＜ 0．01）

の ほ うが オ ッ ズ比 は 高か っ た もの の，お お む ね

ケ
ー

ス 担当期間が 長 くな るほ ど主介護者の 認知症

者へ の 接 し方は好転する確率が 高い とい う関連で

あ っ た．

　「介護保険サ ービ ス 利用 の 十分さ」は，介護保

表 6　主介護者の 認知症者へ の 接 し方の 好転 とCM プ ロ セ ス 指数に 用 い た 4 項目の ク ロ ス 集計

主介護者 の 接 し方

好転 した 好転 して い な い

合 計

して い る
　 65

＆2％

　 72391

．8％

　 788100

．0％
今後 の 生活 の 意向の 確認

してい ない
　 503
．8％

125996
，2％

　 1309100
．0％

して い る
　 4013
．2％

　 263868
％

　 303100
．0％医療方針 に 関す る 意向の

確認
してい ない

　 754
．2％

1719958

％

　 179410
α0％

して い る
　 5110

．6％
　 42989
，4％

　 480100

．096認知症 者 に対す る今後の

生 活の 見通 しの 説明
・助

言 してい ない
　 644
．0％

L55396
、0％

　 1617100

．0％

家族 に 対す る 今後 の 生 活

の 見通 しの 説 明 ・助言

してい る
　 7711
．3％

　 60788
，7％

　 684100
．0％

してい ない
　 382
．7％

1β7597
，3％

　 1413100
．0％
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表 7　CM プ ロ セ ス 指数 に 関する 分析 （ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰 ： ス テ ッ プ ワ イ ズ 法）の 結果

CI95 ％
Exp （B）

下 限 上 限

娘 （ref ）

息子 0，38 零 0．170 ．86

主介護者の 続柄
妻

夫

0．42 °

0．67n ．s．
0．210
．310841．44

嫁 L22　 n ．s， 0．67221
そ の 他 038n ．s． 0．11129

ADL 介助の 有無 あ り （ref ； なし｝ 182 零 1．12294

4年 以 上

介護期間 1〜3 年 2．05 聯 1．223 ，44

1年未満 3．56 稗 1．65770

6 か 月未満 （ref ）

6か月〜1年未満 2．12n ．s． 0．706 ．36
ケー

ス 担当期間 1〜3年未満 3．138 1．158 ．54
3〜5年未満 7．61 掌‘ 2．6821 ．59
5年以 上 4．31 牌 1．4712 ．61

介護保険サ ービス 利用の 十分さ 不足があ る （ref ：望ましい ） α45
髄 0．250 ．79

0 （ref ）

1 3．73 寧窄 1．907 ．30
CM プ ロ セ ス 指数 2 4．27 聊 2．168 ．45

3 4，93 騨 2．3910 ユ6
4 9．57 樽 44420 ．61

＋
：p＜ 0，D5　　

稗
：1）く 0．01

注 ： モ デ ル の 適合度をHosmer とLemeshow の 検定で 確認 した と こ ろ，　pく 0．05水準で 帰無仮説 は 棄

　 却 され な か っ た．

険サ ービス 利用に不足がある と主介護者の接 し方

は好転する確率は低 い と い う関連で あ っ た．

　「CM プ ロ セ ス 指数」 は，ま っ た く意 向の 確認

や説 明 ・助言が されて い ない 「0 点」をリ フ ァ レ

ン ス にする と，指数が高 くなるほ ど主介護者の 接

し方 も好転する確率は高 くなる とい う閧連で あ っ

た．最 もCM プ ロ セ ス 指数の 高い 「4点」で は 「0

点」 に対 しオ ッ ズ 比が 9．57 （p＜ O．01）で あ っ た．

3 ．分析 2　CM プロ セス指数に用い た 4 項目に

　　関する分析 ：強制投入法

　 分析 1で 有意で あ っ た 「CM プ ロ セ ス 指数」以

外の 説明変数を調整変数として投入 した うえで．

CM プ ロ セ ス 指 数に用 い た 4 項 目を単独 で説 明変

数 と して投 入 した 4 つ の 分析 モ デ ル の 結果を表 8

に示す．

　最 もオ ッ ズ比が 高か っ たの は モ デ ル d 「家族に

対 して ，認知症者の 認知症 の 進行に伴 う今後の生
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活の 見通 しを説 明 ・助言 して い る」 （ref ： して い

ない ） の 4．62 （p＜ 0．01）で あ っ た．次い で，モ

デ ル c 「認知症者 に対 して ，認知症の 進行 に 伴 う

今後の 生 活の 見通 しを説明 ・助言 して い る」 （ref ：

して ない ）の 3．17 （pく 0．Ol）で あ っ た．

1V．考　 察

　主介護者の 接 し方 と関連があ っ た変数は 「主介

護者 の続柄」「ADL 介助の 有無」「介護期間」「ケ
ー

ス 担 当期 間」「介護保 険サービ ス 用の 十分 さ」「CM

プ ロ セ ス 指数」の 計 6 つ の 変数で あ っ た．「認 知

症者の 要因」に関する変数 で有意な もの は な く，

い ず れも 「主介護者の 要因」また は 「支援環境要

因」 関する変数で あ っ た．

　以下で は，まず本研究の サ ン プル に つ い て考察

したの ち，分析 の 結果統計的に有意 で あ っ た主介

護者の要 因等の 「CM プロ セ ス 指数」以外 の 変数

N 工工
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表 8　CM プロ セ ス 指数 に用 い た 4 項 目 に関 す る分 析 （ロ

　　 ジス テ ィ ッ ク 回帰 ：強制投入 法）の 結果

CI95 ％
Exp （B ）

下 限 上 限

利用者 に 対 し て ，認知

機能が低 下 した と きの

モ デ ル a
た め に あ らか じめ 「今

後 の 生 活の 意向」の 確
2．02 樽 1．343 ．04

認 を し て い る （ref ：

して い ない ）

利用者 に対 して，認知機

能 が低 下 した と きの た

め に あ らか じめ 「胃ろ

モ デ ルb
うな ど の 経管栄養や 延

命措置 とい っ た 医療 に
2．86 楙 1．834 ．48

関 す る意 向」 を 確 認 し

て い る （ref ： し て い

ない ）

利用者 に 対 して ，ケ ア

マ ネ ジ ャ
ーと して 「認

モ デ ル c
知症 の 進行に伴う今後
の 生 活 の 見 通 し」 を説

3．17 拿掌 2．104 ．79

明
・
助言 して い る （ref ：

して い ない 〉

家族 に 対 して ，ケ ア マ

ネ ジ ャ
ーと して 「利用

モ デ ル d
者 の 認知症 の 進行 に伴

う今後 の 生 活 の 見通
4．62 寧寧 3．007 ．11

し」 を説明 ・助言 して

い る （ref ：して い ない ）

韓
：戸く 0．01

注 1 ： a
〜dの 各モ デ ル につ き分析 1 で 有意 ψ〈 0，05） だ っ

　 　 た 「CM プ ロ セ ス 指数」以 外 の 変数 を 調整変 数 と して 投

　 　 入 した．表記 は割愛 す る．
　 2 ： 各 モ デ ル の 適 合度 をHosmer とLemeshow の 検 定 で 確認

　　 した と こ ろ，p＜ 0．05水準で 帰無仮説は 棄却 され な か っ

　 　 た．

と，「CM プ ロ セ ス 指 数」 に関 して おの おの 考察

する．

1 ．本研究の サ ン プル に つ いて

　本研究で は，分析にあた っ て 8 つ の 除外規定を

設けて 分析す るケ
ー

ス を限定 し て い る．そ の 結

果，限定後の サ ン プル で要介護 1・2 の ケ ース が

それぞれ 3．5％増加 し，要介護 4 ・5 の ケース はそ

れぞれ 2％ ・4．7％減少す るな ど，認知症者の 要支

援 ・介護度はや や軽度化 した．主介護者が い ない

在宅生活の ケース に限 っ たこ とが
一

因 と考えられ

る、その 他の 点で は，限定前の サ ン プ ル と比べ 認
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知症 ・主介護者の基本属性の 分布に顕著な違い は

なか っ た．こ れ らか ら，サ ンプル の 代表性 はケー

ス の 限定に よ っ て損 なわれて は い ない もの の ，要

支援 ・介護度の軽度なケ
ース の 割合 が増加 した こ

とに留意する必要は ある と考える．

　 また，分類方法や 回答方法に違 い がある こ とに

留意 しなけれ ば な らない もの の ，本研究の ケ ア マ

ネジ ャ
ーの 基礎資格 を他の 調査 （三菱総合研究所

2012 ： 日本総合研究所 2012）と比較 す る と，介

護福祉士 など介護系の 割合が低 く，看護師な どの

医療系の 割合が高 い 傾向にあ る． こ の 点 は，本研

究の 結果に影響 を及ぼ して い る可能性がある，た

と えば，ケ ア マ ネ ジ メ ン トの プ ロ セ ス に お い て

説明 ・助言をす る にあ た り，医療系の ケ ア マ ネ

ジ ャ
ーで あれ ば，医療 に関す る事柄 の 説明 ・助言

を他 の 基礎 資格 に 比 べ て 容 易 ・的確 に行 える と

い っ た こ とが あ り得 る．それ に よ り，「CM プ ロ

セ ス 指数」が主介 護者の 接 し方を好転 させ る可能

性が 高まっ て い たな どの こ とが考えられ る．

2 ．主介護者の要因 ：「主介護者の続柄」と 「ADL

　　介助の有無」

　介護者に続柄 に つ い ては ， 続柄 に よる介護継続

意識 （山本 ら 2002），言 葉か け （佐 藤 2011）の

違 い や そ れ らに 関連する要因 な どが検討され て き

た．本研究で も 「主介護者の 続柄」は有意な変数

と して モ デル に示 され，介護者の 続柄 に よる 関連

の 違い が 明 らか とな っ た．主介護者の 続柄 を変

えるこ とはで きな い として も，た とえば嫁，娘，

夫，妻，息子の 順の ように，続柄 に よ っ て認知症

者へ の接 し方が好転する可能性に は違 い の ある こ

と を，ケ ア マ ネ ジ ャ
ーが認識 して支援す る こ とは

重要である と思 われ る．

　 また，「ADL 介助の 有無」に つ い て は，主介護

者が ADL の 介助 を し て い る ほ うが，主 介護者 の

接 し方は好転す る可能性が高か っ た．介護者の介

護負担感が 高い こ とは，認知症者へ の 接 し方の 好

転を阻害す る可能性が あ る．その 一方 で ， 介 護

へ の 積極 的な取 り組み を通 じて ，介護者の 介護肯

定感が高まるとされて い る （陶山 ら 2004）．介助
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に 伴 う負担の 程度に もよ る と思わ れ る もの の ，必

要 に迫 られ ADL 介助 を行 う過程 で 介 助方法 を試

行錯誤す るな どの 結果，家族の 認知症者へ の 理解

が深 まっ て い く可能性が考え られ る，た だ し，本

調査の 対象は居宅介護支援事業所，ひ い て は介護

サ
ービ ス を利用 して い る ケ

ース で ある ．サ ービ ス

を利用 して い な い ケー
ス で は ，また異 なる結果が

得られ る か もしれ な い ．

3 ．支援環境要因

1）接 し方の 好 転に お ける 「時間」；「介護期 間」

　　と 「ケ
ー

ス 担 当期間」

　本研究の 結果で は，「介護期 間」の 短い ケ
ー

ス

の ほ うが，主介護者の 接 し方が好転す る可能性は

高か っ た．訪問医療 を 「疲弊期」 よ りも前の 段 階

にある 「適応期 」以前 に導入 して い る ケ
ース で ，

それ以降に導入 したケ
ース よ りも在宅生活 を継続

で きて い たとする報告が ある （鶴 田 1995）．介護

が始まっ て
一
定年月が 経過 し，主介護者が 介護で

疲弊 して しまっ た状態，ある い は主介護者に
一

定

の 介護方法が 定着 した状態 で は，「変化」 を促す

こ とは容易で ない と考 えられる，また，介護 を開

始 した時期 の 家族 は ， 困惑 や孤 立感 に さ らされ

る
一

方で，直面する課題を解決 しようと模索する

（宮上 2004b），我流に よる課題の解決方法が 定着

して しまう前の模索 して い る時期ならば 支援や

介入 に よっ て 「適切 な介護方法」 を身につ け られ

る 可 能性 も高 くなる もの と思わ れ る．早期介入の

重要性 を示唆する と考 えられ る結果で あ っ た．

　他 方，「ケ ース 担 当期 間」 に つ い て は，お おむ

ね期間が 長 い ほ ど主介護者の 接 し方が好転す る確

率 は高い と い う関連がみ られ た．「介護期間」の

結果 と合わせて 考えると，介護を始め て早 い 時期

に支援 を受け られず適切 な接 し方が 身に つ か な

か っ た 主介護者は，接 し方 を変化 させ る の に 相

応の 期間が必要に なる可能性が考えられる．ただ

し，本研究で は把握で きて い な い 未知の 要因の 影

響に よ っ て ， 見かけ上 これ らの 関連 を示 して い る

可能性 もある．こ の 点に つ い て は，今後 よ り詳細

な検討が 必要で ある．
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2 ）「介護保険サ
ービ ス 利用 の 十分さ」

　「介護保険サ ービ ス 利用の 十分 さ」に つ い て は，

十分な介護保険サービ ス利用 を して い るケ
ー

ス の

ほ うが ，主介護者の 接 し方は好転する可能性が高

か っ た．先行研究で は，介護保険サ
ービス が 必要

量利用で きて い な い こ とと，介護者の 介護負担感

や心身疲労の 高 さ，困 り事の 数の 多さな どが 関連

す る とされて い る （上田 ら 2012）．多 くの 場合 に，

介護者の 介護負担感や心 身疲労は，認知症者 に対

す る適切 な接 し方を阻害する と思 われ る，適切な

介護保険サービ ス の 利用 は，家族 の介護負担感を

軽減す るな どし，その 結果 と して 介護者が認知症

者に対 し適切 に接す るため の 心身 の ゆ と りを もた

らすもの と考えられ る．

　また，介護サービス の 導入 を困難にす る要 因と

して （認知症者 の ）「生 活 の 変化 に 対す る抵 抗」

に 次 い で 「親族の 理解 ・協力の 不足」とい っ たも

の が示 されて い る （鈴木 ら 2012），介護保険サー

ビス を適切 に利用で きる ような世帯の 介 護者 は，

認知症者の 状態や介護に対する理解が比較的良好

で あ り，接 し方が 好転す るため の 土壌 があ っ たと

も考え られる．

4 ，CM プロ セス指数 と主介護者の接し方の好転

　　の 関連

　「CM プ ロ セ ス 指数」は，実施 され て い る項 目

数が多い ほ ど，主介護者の 接し方が好転する可 能

性は高 い とい う関連 で あ っ た．また，「CM プ ロ

セ ス 指数」の 4項 目を単独で検討 した場合に は い

ずれ の 項目も統計学的に有意で，そ の うち 「家族

に対す る認知症 の 進行に伴 う今後の 生活の 見通 し

の説明 ・助言」の オ ッ ズ比が最 も高か っ た．

　上 田 （2000）は，介護者が被介護者 に対 して 不

適切な処遇をした経験 と被介護者へ の 憎しみ の 間

の 関連 を示 して お り，憎 しみ の 理 由として 「被介

護者が怒 っ た り文句 を言 う」 「介護 者の 言 うこ と

を理解 しない 」な どが挙 げ られて い る．さ らに，

認知症 者の 介護す る 家族が 相談する 内容 と して

は 「認知症の 症状」 に関する もの が多い との 報告

が ある （湯原 ら 2010）．介護者が認知症者 を介護
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する過程で，認知症特有の 行動や 反応 に遭遇 した

とき，それ を事前に知識 とし て 知っ て い る か 否か

は，介護者の 対応 に影響す る と考え られる．認知

症者の認知症の 症状 として の反応 を，「認知症で

あるが ゆえ」 と多少な りとも受容する こ とや，起

こ り得 る状況に対 して心 の 準備がで きれば 認知

症者へ の 対応が 適切 な もの とな る可能性は高まる

はずで ある，

　また，デ イ ケア利用者の 家族に対する支援プ ロ

グラ ム が家族 の介護負担感 を軽減する こ と （上城

ら 2009）や，「家族 ・介護者状 況へ の 介入 ・対応」

な どが BPSD へ のア プ ロ
ー

チ に とっ て 効果的であ

る との 指摘がある （加瀬 ら 2012）．家族 に対 して ，

認知症者 ならび に認知症 の 理解 を深め る ような働

きかけをす る こ とは，主介護者 の 行動変容 を，よ

りもた らしや すい と考え られ る，本研究で 「CM

プ ロ セ ス 指数」に用 い た 4 項 目の うち家族 に対す

る ア プ ロ ーチ に該当する項 目が 最 も高い オ ッ ズ比

を示 した こ とは
， 妥当な結果だ と考え られ る ．

　 一方 で ，「CM プ ロ セ ス 指数 」で 用 い た 4 項 目

の うち，3項 目は認知症者に対す るア プ ロ
ー

チで

ある．こ れ ら 3 つ は，家族に対する ア プ ロ
ー

チ よ

りは低 い オ ッ ズ比 で あっ た もの の ，単独 で検討 し

た場合 にすべ て 有意な結果 で あ っ た． い ずれ も，

認知症者の 意向を確認 して い る こ と，ある い は認

知症者に説明 ・助言を して い るこ とが主介護者の

接 し方 を好転 させ る確 率 を高 める とい う関連で

あ っ た，さ らに，「CM プ ロ セ ス 指数」 が 高 くな

る ほ ど
， 主介護者の 接 し方が好転する可能性が高

まっ て い た．こ れ らの こ とは，認知症者 の 意向の

確認や認知症者
・
家族へ の 説明 ・助言 とい っ たケ

ア マ ネジメ ン トの プ ロ セ ス を，よ り多面的 に実施

して い るほ うが，主介護者の 接 し方は好転すると

い う関連 を示 して い る と考え られる．つ ま り，主

介護者 へ の 直接の 支援だ けで な く，認知症者 ・家

族 を対象 と した多面的なケア マ ネジ メ ン トの プ ロ

セ ス が，主介護者 の 認知症者 へ の 接 し方を好転さ

せ る こ とに寄与す る．

　こ れまで ，家族会の よ うな介護に関する話 し合

い や 勉強会 と家族介護者の QOLとの 関連 （朴 ら
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2007）と い っ た，家族 へ の 支援 ・介入 に よる家族

の 状況 ・状態の 改善に つ い て は ， しば しば言及 さ

れて きた．他方 で，認知症者は心身機能が低下 す

る認知症 とい う疾患を抱えた なか で ，「自分 を生

かす」努力 に加 え，介護者 との 関係 におい て 「譲

歩」もしつ つ ，介護者との関係を構築 して い る と

の 報告がある （鳥居 ら 2011）．認知症者 と介護者

の 関係が双方向で ある こ とを考慮すれば 認知症

者へ の ア プ ロ ーチが間接的に主介護者の 行動 と関

連す る こ ともあ り得 る と考 えられる．

　周 囲の環境の影響 を受けや すい 認知症者に とっ

て，介護者の 接 し方は認知症者の 生活を左右す る

重要 な要素の ひ とつ である．多面的なケ ア マ ネジ

メ ン トの プ ロ セ ス を経る こ とに よ っ て主介護者の

接 し方が 好転する な らば，「意 向の 確認」や 「説

明 ・助言」と い っ た プ ロ セ ス の 重要性 は，「自己

決定支援」や 「ア カウ ン タビ リテ ィ」 とい う理念

の 面 だけに と どまらない ともい える．

　ケ ア マ ネジ ャ
ー

は，認知症者や そ の 介護者なら

びに認知症者を取 り巻 く家族全体を視野 に入れ て

ケ ア マ ネジメ ン トを行う必要が ある． しか し，本

研究で取 り上 げた 「CM プ ロ セ ス 指 数」に類 す る

よ うな．「利用者や 家族 と の 居宅サ ービ ス 計画の

作成」に 関する領域 の 業務 は，介護支援専 門員の

業務 の うち比較的行 われ て い な い もの との 報告も

ある （綾部 ら 2003）．本研 究 の 結果か らは，認知

症者や家族の 抱 える課題の 直接の解決につ なが ら

な い よ うにみ える 「意向の 確認」や 「説明・助言」

と い っ た プ ロ セ ス が，認知症者 ・家族の 状況 をよ

くする可能性が 示 され た．「主介護者の 続柄」や

「介護期間」をケ ア マ ネジ ャ
ーの 支援 ・介入 に よ っ

て 変 える こ とはで きない が．「CM プ ロ セ ス 指数」

の 項 目の 実施 ・
未実施 はケア マ ネジ ャ

ー
によ り変

化 させ る こ とが 可能で ある．したが っ て ，ケア マ

ネジ メ ン トにお い て ケ ア マ ネ ジ ャ
ーがて い ね い な

プ ロ セ ス を経る こ とは，支援上重要 で ある と同時

に，ケ ア マ ネジ メ ン トを行 う意義 に も関わる こ と

だ と考える．
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5 ．本研究の限界

　本研究は
， ア ウ トカ ム をケ ア マ ネジ ャ

ーの 記憶

に基づ く振 り返 りの 評価 に よる 「ケー
ス 担 当時か

ら調査時まで にお ける主介護者の 接 し方の好転」

と した観察研究で ある．その た め，リ コ
ー

ル バ イ

ア ス の 影響 を免 れな い ．さらに， 目的変数で あ る

ア ウ トカ ム の 評価者 と，説明変数で ある プ ロ セ ス

の 実施者が同 じケア マ ネジャ
ー

である こ とに よっ

て，ア ウ トカ ム の 評価にバ イ ア ス が生 じて い る可

能性 もある ．

　ケ ア マ ネジャ
ーか らの 「意向の確認」や 「説明 ・

助言」と い っ た ケ ア マ ネジメ ン トの プ ロ セ ス に応

じる こ と の で きる状況 にあるケース は，それが で

きない ケ
ース に 比 べ もと もと介護者 に 変化 の 素養

がある と い うこ とも考 えられ る，

　また，サ ン プル に つ い て は，対象が 日本 医療福

祉生活協同組合連合会の居宅介護支援事業所
・地

域包括支援セ ン タ
ーを利用 して い るケ

ー
ス に限 ら

れ て い る．そ れ に よ り，本研究で は とらえきれ な

か っ た 日本医療福祉生 活協同組合連合会を利用 す

る認知症者の
一

定の 傾 向が，結果 に影響 を及ぼ し

た可能性 がある．対象 を日本医療福祉生活協同組

合連合会以外の居宅介護支援事業所 ・地域包括支

援セ ン タ
ーの ケ

ー
ス にま で 広げて，今回 の 結果を

検証する必要が ある．加えて，調査規模 の 制約か

ら，サ ン プ リ ン グが依頼 した とお りの方法で確実

に なされた か をケア マ ネジ ャ
ー個 々 に確認する ま

で には至 らなか っ た．こ の 点 は，本調査 の サ ン プ

リ ン グ方法にお ける 限界で ある ．

　そ して，「介 護期 間」 と 「ケース 担 当期 間」の

長短が両者で逆の 向きの 関連 を示 した こ とな どか

ら，本研究で は把握で きなか っ た未知の 第三 の要

因が関連 して い る可能性 も残 っ て い る と考え られ

る．

　本研究 にはこ れ らの 限界があるため ，介護者の

具体的な認知症者へ の 接 し方 を 2 時点で 評価す る

な ど，よ り客観性が 高 くバ イアス の小 さい ア ウ ト

カ ム を用 い て さらに検証 して い く必要が ある．今

後 前向 きコ ホー ト研 究による経年変化の 追跡や

対照群を設けた 介入研究な どの研 究デ ザ イ ン によ
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る検証が 望 まれ る，

V ．結 論

　本研究で は，ケ ア マ ネジ メ ン トにお け る認知症

者 や家 族 に対す る 「意向の 確認」「説明 ・助言」

など の ケ ア マ ネジ メ ン トの プ ロ セ ス が ，主介護者

の 認知症者へ の 接 し方の 「好転」 と どの よ うな関

連が あ るか を検討 した，そ の結果，「要支援 ・介

護度」 など の 「認知症者 の 要因」や 「主介護者の

続柄」 な どの 「主介護者の 要 因」 「介護保険サー

ビス 利用 の 十分 さ」などの 「支援環境要因」を考

慮 し て も，「CM プ ロ セ ス 指数」が 高 い ほ ど主 介

護者の 認知症者へ の 接 し方は好転する確率も高ま

る こ とが 明 らか にな っ た，
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Study on  Changes in Caregiver Treatment

         of  Persons with  Dementia

    Association with  the Care Management  Process

          Daisuke ITO, Katsunori KONDO,  Michiyo ITO

    This study  investigated improvement  in treatment  6f persons  with

dementia by  their primary caregiver  and  the relationship  between improvement

and  the  care  management  process  C"CM process")  that  includes verifying

intentions, offering  explanations  and  giving advice.  Subjects were  2,097 people

with  Dementia  Scale I or  higher who  had  a  care  plan created  for them  by

home-based care  support  centers  or  regional  comprehensive  support  center.

Binomial logistic regression  analysis  (stepwise method)  was  performed  with

improvement  in treatment  by  the primary  caregiver  as  the dependent variable

and  explanatory  variables  of  care  levels, the relationship  between  the patient and

the primary caregiver,  and  a  CM  process  index comprised  of  four questions on

the CM  process  with  a  maximum  score  of  4 points. A  significant  association  was

seen  with  the CM  process  ip<O.Ol), with  a higher odds  ratio  as  the index score

increases (O points : ref,  1 point : OR=3.73 to 4 points i OR  =9.57),  suggesting

that a more  multi-faceted  care  management  process  for the dementia patient and

family members  may  improve treatment  of the dementia patient by the primary

careglver.

KeyWords  : Care management,  Process, Dementia, Caregiver, Changes
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